
　⑴　募集方法及び取り扱い
　　①　定期募集時に可能な範囲で、団地ごとに募集枠を設定します。
　　　　該当者は、申込時に一般・特定目的住宅いずれかにお申し込みいただきます。
　　②　応募者が募集枠を上回った場合は、抽選により当選者を決定します。
　　　　落選者は、一般世帯向住宅抽選時に再度抽選対象者としますが、希望の住戸に入居できない場合があ
　　　ります。充分考慮のうえ申し込みしてください（入居決定後、住戸の変更はできません）。
　　　　なお、お申し込みになる特定目的住宅及び再度抽選の対象となる一般世帯住宅が、同一団地募集枠内
　　　で複数募集の場合は、［県営住宅入居申込書兼誓約書］の「希望住戸順位表」（P46）に希望順位ごと、
　　　全募集戸数分の住棟・住戸を記入してください。
　　③　応募者が募集戸数に満たない場合は、一般世帯向住宅として取り扱います。
　　　　ただし、住戸が特定される多子世帯向住宅及び子育て世帯向住宅は除外します。
　　④　住戸は一般世帯向住宅と同じ仕様になっています。

　⑵　対象となる世帯
　　①　ひとり親世帯向住宅（20歳以上の子どもの同居・子ども以外の同居者がいる場合は非該当）
　　　ア．配偶者（内縁関係にある者を含む）のない者で、現に満20歳未満の児童を扶養している世帯
　　　イ．長崎県営住宅条例第６条第１項第１号クに該当するＤＶ被害者で、現に満20歳未満の児童を扶養し
　　　　ている世帯

　　②　心身障害者向住宅
　　　　入居申込者又は同居親族が次のいずれかに該当する世帯
　　　ア．恩給法別表第１号表ノ３の第１款症以上の障害があり、かつ戦傷病者特別援護法第４条の規定によ
　　　　り交付を受けた戦傷病者手帳を所持している方
　　　イ．身体障害者福祉法施行規則別表第５号の４級以上の障害があり、かつ同法第15条第１項の規定によ
　　　　り、交付を受けた身体障害者手帳を所持している方
　　　ウ．精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規定する３級以上の障害があり、
　　　　かつ同法第45条第２項の規定による精神障害者保健福祉手帳で証明できる方
　　　エ．上記ウに規定する精神障害の程度に相当する知的障害があり、療育手帳で証明できる方

　　③　老人世帯向住宅
　　　　60歳以上の入居申込者と同居親族が次のいずれかに該当する方のみからなる世帯
　　　ア．配偶者　イ．18歳未満の児童　ウ．おおむね60歳以上の方
　　　エ．重度もしくは中度の身体障害者、又は知的障害等の障害のある方

　　④　多子世帯向住宅
　　　　同居親族に、18歳未満の児童が３人以上いる世帯

　　⑤　新婚世帯向住宅
　　　　入居申込者が次のアまたはイに該当し、かつウに該当する世帯
　　　ア．申込み時において婚姻の届出から１年を経過していない世帯
　　　イ．婚姻の予約者があり、当該募集の県が定める入居可能日までに入籍される方
　　　　※入籍が確認できる書類が提出されなければ、鍵はお渡しできません。

9 ．特定目的住宅等の取扱い基準について
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1　 特定目的住宅（抽選の優遇住宅）

　⑴　募集方法及び取り扱い
　　　定期募集時に募集（指定住戸）します。一覧表で募集の有無をご確認ください。
　　　単身で入居を申し込まれる場合、本ページ「（２）対象となる世帯」項目のいずれかに該当する方に限
　　ります。
　　　ただし、身体上又は精神上著しい障害があるため常時の介護を必要とし、かつ居宅においてこれを受け
　　ることができず、又は受けることが困難であると認められる方については、入居申込みができません。
　　　なお、特定目的住宅P12の１－⑵－②のウ又はエに該当する方は、原則として地域の居住支援体制が確
　　立されていることが入居の条件になります。また、親族のうちから身元引受人を立てていただくことがあ
　　ります。または診断書及び関係機関へ照会する同意書の提出が必要です。

　⑵　対象となる世帯
　　①　高齢小世帯住宅
　　　ア．高齢者の単身世帯、高齢者夫婦世帯（夫婦のいずれか一方）又は親族である高齢者のみからなる２
　　　　人世帯。ただし、高齢者とは60歳以上の方
　　　イ．申込者が特定目的住宅Ｐ12の１－⑵－②ア～エに該当する単身又は２人世帯

　　②　住戸改善住宅（既設県営住宅を高齢者等向に改善した住宅）
　　　　名義人又は同居親族に募集時期の前月末において、60歳以上の方がいる世帯、特定目的住宅Ｐ12の１
　　　－⑵－②ア・イに該当する世帯

　　③　車イス対応住宅
　　　　常時車イスを使用している方がいる世帯（特定目的住宅Ｐ12の１－⑵－②ア・イに該当する方）、単
　　　身世帯でも申込みができます。

　　　ウ．前記ア・イのいずれかの要件に加え、入居申込者と配偶者の合計年齢が申込み時において70歳以下
　　　　であること。
　　　　※合計年齢の70歳は双方の生年月日で判断します。
　　　　※申込み時において扶養親族である子供を有していても可能です。（親・兄弟との同居は非該当）
　　　　※入居資格審査時に戸籍謄本等の提示が必要です。

　　⑥　子育て世帯向住宅
　　　　入居申込み時、現に小学校就学前の子供と同居し、その子供を扶養する世帯
　　　　入居期間は、10年です。ただし、入居期間満了時に県営住宅の入居資格がある方で、次の条件を満た
　　　している場合は入居期間が延長できる場合があります。
　　　　※入居期間の満了日に、義務教育を終えていない者と同居し、かつその者を扶養していること。
　　　　※長崎県営住宅条例に定める明渡請求事項に該当しないこと。

　　⑦　企業解雇世帯向住宅
　　　　平成20年10月以降に解雇等を受けた者で下記のいずれかに該当する世帯
　　　ア．雇用先からの解雇に伴い、現に居住している住居から退去を余儀なくされる方又はその家族
　　　イ．雇用先に住居手当等により居住可能だった住居から退去を余儀なくされる方
　　　ウ．解雇等により離職したが、失業等給付を受給することができず、現に居住している住居から退去を
　　　　余儀なくされる方
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　　　　※常時車イスを使用していることを証明するために診断書を提出していただきます。
　　　　※入居者及び同居者で常時車イスを使用している方が転出等した場合退去していただく場合がありま
　　　　　す。

　　　単身での申込について
　　　　※18歳以上の単身申込可能な住戸については別紙の募集住宅一覧表をご確認ください。
　　　　※学生が世帯を分けて単身入居する場合は住民票の移動が入居の条件になります。
　　　　※単身赴任者は世帯を分けて単身入居することはできません。
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3　 コレクティブ住宅

　棟内に団らん室・食事室を備えた寮形式の共同住宅で安否確認等の対応を行う生活援助員（LSA）の
派遣及び緊急通報システム等を備えています。
　入居にあたって、共同居住を快適に過ごすため、運営委員会（自治会）へ加入し運営規則等を守ること
や、家賃以外の費用負担があります。

【入居条件】※入居者は、次の資格要件を満たしている必要があります。
　・60歳以上75歳未満の高齢単身の方で自炊が可能な程度の自立した生活が出来る健康状態の方
　・入居後、円滑な共同生活を営むために組織された棟の運営委員会に参加すると共に、定められた運営
規則など、ルールや約束ごとを遵守できる方で、かつ、家賃の他に共同空間の団らん室の電気代、水
道代等の共益費（月額 5,000 円程度）及び生活援助員派遣費用（所得により0～ 4,900 円）など、入居
者がお支払いただく費用を負担できる方

　・コレクティブ住宅への理解を確認するために住まい方に関するアンケート調査を申込受付時に提出し
ていただき、アンケート回答内容や自立状況の確認のため申込者本人に面接を行います。面接の判断
により入居をお断りする場合があります。

　・緊急通報を行うため、入居後にご自身でNTT固定電話の契約と使用料が必要となります。
　・申込希望者は申込時に必ず公社へ来所し①県営住宅入居申込書兼誓約書、②抽選結果通知はがき、③
住まい方等に関するアンケート調査票、④住民票謄本、⑤所得証明書、⑥税の未納がない証明書（※県
税、市または町・村税）その他、健康保険証、家賃の証明書等の提出・提示が必要です。

【入居条件】※入居者は、次の資格要件を満たしている必要があります。
　・高齢小世帯住宅の資格要件（募集案内Ｐ13の２－⑵－①参照）に該当する方
　　ア　60歳以上の単身世帯
　　イ　夫婦いずれかが、60歳以上の２人世帯
　　ウ　親族でいずれもが、60歳以上２人世帯
　　エ　特定目的住宅の心身障害者向住宅（募集案内Ｐ12の１－⑵－②ア～エ参照）に該当する単身又は２

　　人世帯
　・ご入居の時点で、身の回りのことがご自分でできる（自活できる）健康状態である方
　・入居後、円滑な共同生活を営むために組織された棟の運営委員会に参加すると共に、定められた運営
規則など、ルールや約束ごとを遵守できる方で、かつ、家賃の他に共同空間の団らん室の電気代、水
道代等の共益費（月額 3,000 円程度）など、入居者がお支払いただく費用を負担できる方

【各団地の特徴】※この団地の特徴を十分ご理解しておいていただく必要があります。
　・福祉施設ではありません。ケアハウスやグループホーム等のサービスはありません。
　・屋内廊下（土足不可）、共同空間の団らん室などの特徴があります。
　・建物はオール電化仕様で建設されています。従って、ガス機器の使用はできません。
　・電磁調理器に適した鍋、フライパン等の調理器具が必要です。このため従来使用していた調理器具が
使えない場合があります。ペースメーカー使用の方はご注意ください。

　⑴　本原すこやか（A－1棟）

　⑵　愛宕団地A棟
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